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図３－３．地下貯留施設の概念図 
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表層（開粒度アスコン top13）t=4cm

路盤（再生砕石 RC-30)t=10cm

フィルター層（再生砂）t=5cm
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表層（ポーラスアスコン top13）t=5cm

上層路盤（粒度調整砕石) t=10cm

下層路盤（再生砕石 RC-30) t=10cm

等値換算係数 TA=5×1.0+10×0.35+10×0.25=11
※N2交通（設計CBR=4)の目標TA → 11
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倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例 

令和４年３月１８日 

条例第５号 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第６条） 

第２章 総合浸水対策の基本的な施策等（第７条―第１３条） 

第３章 開発行為等における雨水排水計画の協議等（第１４条―第１８条） 

第４章 総合浸水対策の推進に関する支援等（第１９条・第２０条） 

第５章 倉敷市総合浸水対策推進協議会（第２１条―第２６条） 

第６章 雑則（第２７条） 

附則 

水は、生命の源であり、豊かな緑や多様な生物を育み、私たちの生活に大きな恩恵をもたら

す一方で、時としてその表情を一変させ、人知を超えた猛威を振るい、私たちの生命や財産を

脅かすことがある。 

近年の気候変動に伴い激しさを増した大雨によって、全国各地で大規模な水害が発生し、本

市においても、平成３０年７月豪雨は、未曽有の水害となった。 

今後も、大雨の発生頻度の増加が懸念されることに加え、都市化の進展により、市街地にお

ける農地の宅地化が進むなど、雨水を一時的に貯留し、又は地下に浸透させることができる土

地が減少していることから、浸水被害の予防及び軽減を図るためには、総合的な浸水対策が喫

緊の課題となっている。 

こうした状況を踏まえ、市、市民及び事業者がそれぞれの役割を果たし、一体となって総合

的に浸水対策を推進することにより、市民が将来にわたって安心して暮らすことができるまち

を実現するため、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、本市における総合浸水対策の推進に関し、基本理念を定め、市、市民及び

事業者の責務を明らかにするとともに、総合浸水対策を推進するための基本となる事項等を

定めることにより、浸水被害の予防及び軽減を図り、もって市民が安心して暮らすことがで

37



きるまちの実現に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 総合浸水対策 河川及び下水道その他の排水施設（以下「河川及び下水道等」とい

う。）の整備のほか、地下に浸透しないで流出する雨水の抑制、水防体制の強化その他の浸

水被害の予防及び軽減を図るための総合的な対策をいう。 

（２） 雨水流出抑制施設 雨水を一時的に貯留し、又は地下に浸透させる機能を有する施

設で、浸水被害の軽減を目的とするものをいう。 

（３） 建築物 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する建築物

をいう。 

（４） 開発行為等 次に掲げる行為をいう。 

ア 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１２項に規定する開発行為 

イ 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第２条第２号に規定す

る宅地造成及び同条第３号に規定する特定盛土等 

ウ 墓地（墓地、埋葬等に関する法律（昭和２３年法律第４８号）第２条第５項に規定する

墓地をいう。）の造成 

エ 建築物の建築（建築基準法第２条第１３号に規定する建築をいう。） 

オ 駐車場（道路（道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２条第１項第１号に規定す

る道路をいう。）の路面外に設置される自動車（同条第１項第９号に規定する自動車を

いう。）の駐車のための施設（住宅の敷地又は当該敷地に隣接する土地において当該住

宅の居住者の利用に供されるものを除く。）をいう。）の設置 

カ 土地の舗装（コンクリート等の不浸透性の材料で土地を覆うことをいい、ア、イ、ウ又

はオに該当するものを除く。） 

（基本理念） 

第３条 総合浸水対策は、本市の豊かな水資源及びその良好な循環が保全されるよう配慮しな

がら、自然と人とが共生する中で、市民が安心して暮らすことができるまちづくりを推進す

ることを基本として行われなければならない。 

２ 総合浸水対策は、市、市民及び事業者の一体的な取組が重要であることに鑑み、これらの

者の相互の理解と連携の下、協働して行われなければならない。 
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（市の責務） 

第４条 市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、総合浸水対

策を推進するために必要な施策を策定し、実施しなければならない。 

２ 市は、前項の規定により策定する施策に市民及び事業者の意見を反映させるよう努めると

ともに、その施策の実施に当たっては、市民及び事業者の理解と協力を得るよう努めなけれ

ばならない。 

３ 市は、広報その他の活動を通じ、総合浸水対策の必要性について、市民及び事業者に対し

て意識の啓発に努めなければならない。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、基本理念にのっとり、総合浸水対策についての理解及び関心を深め、総合浸

水対策の推進に努めるとともに、本市が実施する総合浸水対策に関する施策に協力するよう

努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、地域社会の一員として、市民と共に総合浸水対策の

推進に努めるとともに、本市が実施する総合浸水対策に関する施策に協力するよう努めなけ

ればならない。 

第２章 総合浸水対策の基本的な施策等 

（基本計画の策定） 

第７条 市長は、総合浸水対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、総合浸水対策に関する

基本的な計画（以下「基本計画」という。）を定めるものとする。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

（１） 浸水被害の予防及び軽減のための基本方針 

（２） 河川及び下水道等の整備に関する事項 

（３） 雨水流出抑制施設の設置の促進に関する事項 

（４） 森林、農地、緑地等が有する保水及び遊水の機能（雨水を一時的に貯留し、又は地下

に浸透させる機能をいう。以下同じ。）の保持に関する事項 

（５） 水防体制及び避難体制の強化並びに市民及び事業者に対する啓発に関する事項 

（６） 前各号に掲げるもののほか、総合浸水対策を推進するために必要な事項 

３ 市長は、基本計画を定めようとするときは、第２１条に規定する倉敷市総合浸水対策推進
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協議会の意見を聴かなければならない。 

４ 市長は、基本計画を定めるに当たっては、市民及び事業者の意見を反映させるよう努める

ものとする。 

５ 市長は、基本計画を定めたときは、これを公表しなければならない。 

６ 前３項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

（河川及び下水道等の整備等） 

第８条 市長は、浸水被害の予防及び軽減を図るため、河川及び下水道等の必要な整備並びに

適切な管理に努めなければならない。 

２ 市長は、浸水被害の予防及び軽減を図るため、国又は岡山県等が管理する河川等の整備及

び適切な管理に努めるよう必要に応じて当該河川等の管理者に要請するものとする。 

（雨水流出抑制施設の設置等） 

第９条 市長は、地下に浸透しないで流出する雨水を抑制するため、本市が設置し、又は管理

する道路、公園、庁舎、教育施設その他の公共施設（以下「公共施設」という。）における雨

水流出抑制施設の設置に努めなければならない。 

２ 市長は、地下に浸透しないで流出する雨水を抑制するため、国及び他の地方公共団体（以

下「国等」という。）が本市の区域内において設置し、又は管理する公共施設における雨水流

出抑制施設の設置に関し、必要に応じて国等に協力を要請するものとする。 

３ 本市の区域内に存する土地又は建築物の所有者又は占有者は、地下に浸透しないで流出す

る雨水を抑制するため、その所有し、若しくは占有する土地又は建築物の敷地における雨水

流出抑制施設の設置に努めなければならない。 

４ 雨水流出抑制施設を設置し、又は管理する者は、当該雨水流出抑制施設の適正な維持管理

に努めなければならない。 

（河川等の水位調整等） 

第１０条 市長は、浸水被害を発生させるおそれがある降雨が想定される場合は、国及び岡山

県等と協力して、事前に河川及び児島湖の水位調整等の措置が図られるよう努めるものとす

る。 

２ 市長は、浸水被害を発生させるおそれがある降雨が想定される場合は、用水を利用する者

の協力を得て、事前に農業用水路等の水位調整等の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（森林等の機能の保全） 
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第１１条 市長は、本市の区域内に存する森林、農地、緑地等（以下この条において「森林等」

という。）の所有者等と連携して、森林等が有する保水及び遊水の機能を適切に保全するこ

とにより、その機能が維持されるよう努めなければならない。 

２ 森林等の所有者等は、森林等が有する保水及び遊水の機能を適切に保全し、その機能が維

持されるよう努めなければならない。 

（緑化の推進） 

第１２条 市長は、雨水の地下への浸透の促進を図るため、公共施設の緑化の推進に努めなけ

ればならない。 

２ 市民及び事業者は、宅地、事業所等の敷地及び地域において、雨水の地下への浸透の促進

を図るため、緑化の推進に努めなければならない。 

（水防体制の強化等） 

第１３条 市長は、浸水被害の予防及び軽減を図るため、水防体制、避難体制等の強化に取り

組むとともに、市民及び事業者の水防意識の啓発に努めなければならない。 

２ 市長は、降雨及び河川の水位等の情報を迅速かつ的確に収集するとともに、市民及び事業

者に対し、これらの情報を迅速に提供できる体制の構築に努めなければならない。 

３ 市民は、地域における防災活動の取組に積極的に参加するとともに、自助及び共助の意識

を高め、避難体制の強化に努めなければならない。 

４ 事業者は、その従業員の防災教育を推進するとともに、地域における防災活動の取組に協

力するよう努めなければならない。 

第３章 開発行為等における雨水排水計画の協議等 

（開発行為等の雨水排水計画の協議） 

第１４条 本市の区域内において、規則で定める規模以上の開発行為等を行おうとする者は、

あらかじめ、規則で定めるところにより当該開発行為等の実施に係る雨水を排水するための

計画（以下「雨水排水計画」という。）を記載した書類（以下「計画書」という。）を市長に

提出し、当該雨水排水計画について、市長と協議しなければならない。当該雨水排水計画の

内容を変更しようとする者も、また同様とする。 

２ 前項の開発行為等を行おうとする者は、当該開発行為等に係る雨水排水計画の内容を規則

で定める浸水被害の予防及び軽減を図るための雨水の排水に係る技術上の基準（以下「技術

基準」という。）に適合させなければならない。 
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３ 第１項の規定による協議をした者は、雨水排水計画に従い、開発行為等を行わなければな

らない。 

４ 第１項の規定による協議をした者は、開発行為等の着手の日から完了の日までの間、工事

現場の公衆の見やすい場所に雨水排水計画の概要を記載した所定の標識を掲示しなければな

らない。 

５ 第１項の規定は、次の各号のいずれかに該当する開発行為等を行おうとする者については、

適用しない。 

（１） 通常の管理行為又は軽易な行為で、規則で定めるもの 

（２） 非常災害のために必要な応急措置として行うもの 

（３） その他市長が規則で定めるもの 

（勧告） 

第１５条 市長は、前条第１項の規定による協議をせず、又は虚偽の計画書による協議をした

者に対し、期限を定め、必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

２ 市長は、前条第１項の規定による協議をした場合において、技術基準に適合しないと認め

るときは、当該協議をした者に対し、期限を定め、必要な措置を講ずるよう勧告することが

できる。 

３ 市長は、前条第３項の規定に違反した者に対し、期限を定め、必要な措置を講ずるよう勧

告することができる。 

（命令） 

第１６条 市長は、前条の規定による勧告を受けた者が、正当な理由なく当該勧告に従わない

ときは、期限を定めて、当該勧告に従うよう命ずることができる。 

（報告等） 

第１７条 第１４条第１項の規定による協議に係る開発行為等を完了した者は、その旨を所定

の工事完了報告書により市長に報告しなければならない。 

２ 前条の規定による命令を受けた者は、講じた措置について、所定の措置完了報告書により

市長に報告しなければならない。 

３ 市長は、前２項の規定により報告を受けた場合は、必要に応じて実地調査をするものとす

る。 

（公表） 
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第１８条 市長は、第１６条の規定による命令を受けた者がその命令に従わないときは、次の

事項を公表することができる。 

（１） 命令に従わない者の氏名又は名称 

（２） 命令に従わない旨及びその命令の内容 

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、当該命令を受けた者

に意見を聴取する機会を付与するとともに、第２１条に規定する倉敷市総合浸水対策推進協

議会の意見を聴かなければならない。 

第４章 総合浸水対策の推進に関する支援等 

（国等との連携及び協議） 

第１９条 市長は、総合浸水対策を推進するため、国等と緊密な連携及び協力を図りながら、

総合浸水対策の推進に関する相互の施策の調整その他必要な事項について協議するものとす

る。 

（市民及び事業者への支援） 

第２０条 市長は、総合浸水対策を推進するため必要があると認めるときは、市民及び事業者

に技術的な支援をし、又は必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

第５章 倉敷市総合浸水対策推進協議会 

（倉敷市総合浸水対策推進協議会の設置） 

第２１条 総合浸水対策を推進するため、倉敷市総合浸水対策推進協議会（以下「協議会」とい

う。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２２条 協議会は、次に掲げる事項を調査審議する。 

（１） 基本計画に関する事項 

（２） 第１８条第１項の規定による公表に関する事項 

（３） 前２号に掲げるもののほか、総合浸水対策の推進に関し市長が必要と認める事項 

（組織） 

第２３条 協議会は、委員１０人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

（１） 学識経験を有する者 

（２） 市民 
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（３） 事業者 

（４） 関係行政機関の職員 

（５） 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

３ 委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げ

ない。 

４ 委員は、その職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また同様

とする。 

５ 市長において特別の事情があると認めるときは、委員の任期中でも解任することができる。 

（会長及び副会長） 

第２４条 協議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

（会議） 

第２５条 協議会の会議は、必要に応じて会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

４ 会長が必要と認めるときは、関係者の出席又は資料の提出を求めることができる。 

（協議会の運営の細目） 

第２６条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

第６章 雑則 

（委任） 

第２７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ 第３章の規定は、令和４年１０月１日以後に工事に着手する開発行為等について適用する。

ただし、同日において、次の各号のいずれかに該当する開発行為等については、適用しない。 

（１） 都市計画法第２９条第１項若しくは第２項の許可を受け、又は同法第３０条第１項

の申請書が市長に提出されている開発行為 

（２） 都市計画法第３４条の２第１項の協議が成立し、又は協議中と認められる開発行為 

（３） 宅地造成等規制法第８条第１項の許可を受け、又は宅地造成等規制法施行規則（昭

和３７年建設省令第３号）第４条の許可申請書が市長に提出されている宅地造成に関する

工事 

（４） 宅地造成等規制法第１１条の協議が成立し、又は協議中と認められる宅地造成に関

する工事 

（５） 墓地、埋葬等に関する法律第１０条第１項の許可を受け、又は倉敷市墓地等の経営

の許可等に関する条例（平成１３年倉敷市条例第５２号）第８条第１項の経営許可申請書

が市長に提出されている墓地の造成に関する工事 

（６） 建築基準法第６条第１項の確認済証の交付を受け、又は同項の申請書が受理されて

いる工事 

（７） 建築基準法第１８条第３項の確認済証の交付を受け、又は同条第２項の規定による

通知を行っている工事 

（８） 倉敷市埋立行為等の規制に関する条例第６条第１項の許可を受け、又は同条第３項

の許可申請書が市長に提出されている埋立行為等 

（会議の招集の特例） 

３ この条例による最初の会議は、第２５条第１項の規定にかかわらず、市長が招集する。 

（関係条例の一部改正） 

４ 特別職の職員で非常勤のものの報酬および費用弁償に関する条例（昭和４２年倉敷市条例

第２３号）の一部を次のように改正する。 

別表下水道事業審議会の項の次に次のように加える。 

総合浸水対策推進協議会委員 日額 ７，１００円 同上 
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倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例施行規則 

令和４年３月１８日 

規則第１４号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例（令和４年倉敷市条例第５号。

以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（協議を要する開発行為等） 

第３条 条例第１４条第１項に規定する規則で定める規模は、開発行為等に係る土地又は敷地

の面積２，０００平方メートルとする。 

２ 次の各号に掲げる場合における当該各号に定める開発行為等は、前項の規定の適用につい

ては一の開発行為等とみなす。 

（１） 開発行為に係る都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定に

よる公告の日から１年以内に、当該開発行為の開発区域に隣接する土地について開発行為

等を行う場合 当初の開発行為及び隣接する土地の開発行為等 

（２） 宅地造成又は特定盛土等に係る宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第

１９１号）第１７条第２項の検査済証の交付の日から１年以内に、当該宅地造成又は特定

盛土等に関する工事を行った土地に隣接する土地について開発行為等を行う場合 当初の

宅地造成又は特定盛土等及び隣接する土地の開発行為等 

（３） 墓地の造成に係る倉敷市墓地等の経営の許可等に関する条例施行規則（平成１３年

倉敷市規則第１０９号）第１１条の検査済証の交付の日から１年以内に、当該墓地に隣接

する土地について開発行為等を行う場合 当初の墓地の造成及び隣接する土地の開発行為

等 

（４） 建築物の建築に係る建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の確認

済証の交付の日から１年以内に、当該建築物の敷地に隣接する敷地において建築物の建築

を行い、又は当該建築物の敷地に隣接する土地の開発行為等を行う場合 当初の建築物の

建築及び隣接する敷地における建築物の建築又は隣接する土地の開発行為等 

（５） 駐車場の設置の工事の完了の日から１年以内に、当該駐車場に隣接する土地につい
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て開発行為等を行う場合 当初の駐車場の設置及び隣接する土地の開発行為等 

（６） 土地の舗装の工事の完了の日から１年以内に、当該舗装を行った土地に隣接する土

地について開発行為等を行う場合 当初の土地の舗装及び隣接する土地の開発行為等 

（計画書の提出） 

第４条 条例第１４条第１項の規定による計画書の提出は、所定の雨水排水計画書に別表第１

に掲げる書類を添付して行うものとする。 

（技術基準） 

第５条 条例第１４条第２項の規則で定める浸水被害の予防及び軽減を図るための雨水の排水

に係る技術上の基準は、別表第２に定めるとおりとする。 

（軽易な行為等） 

第６条 条例第１４条第５項第１号の規則で定める行為は、次に掲げる行為とする。 

（１） 都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号）第２２条各号の開発行為 

（２） 建築基準法第６条第２項又は第８５条第２項の規定により同法第６条第１項の規定

の適用を受けない建築物の建築等 

（３） 一時的に使用する目的で行う土地の舗装であって、使用後に原状に復するもの 

２ 条例第１４条第５項第３号の市長が規則で定めるものは、道路交通法（昭和３５年法律第

１０５号）第２条第１項第１号に規定する道路に関する土地の舗装とする。 

（勧告） 

第７条 条例第１５条各項の規定による勧告は、所定の勧告書により行うものとする。 

（命令） 

第８条 条例第１６条の規定による命令は、所定の命令書により行うものとする。 

（公表及び意見の聴取の機会の付与等） 

第９条 条例第１８条第１項の規定による公表は、本市のホームページに掲載する方法により

行うものとする。 

２ 条例第１８条第２項の規定による意見の聴取は、公表の対象となる者が意見を記載した書

面（以下「意見書」という。）を提出することにより行うものとする。 

３ 公表の対象となる者は、前項の意見書とともに、証拠書類等を提出することができる。 

４ 市長は、条例第１８条第２項の規定により意見の聴取の機会を付与するときは、意見書の

提出期限までに相当な期間をおいて、公表の対象となる者に対し、次に掲げる事項を、所定
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の意見の聴取の機会の付与通知書により通知しなければならない。 

（１） 予定される公表の内容 

（２） 意見書の提出先及び提出期限 

（その他） 

第１０条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

別表第１（第４条関係） 

図面等の種類 縮尺 記載すべき事項 

位置図 縮尺２，５００分の１

以上 

方位並びに開発行為等の場所の形状及び付近見取図 

配置図 縮尺１，０００分の１

以上 

開発行為等の実施前及び実施後の境界線、主要構造物

の位置、建築物その他の工作物の位置並びに土地の利

用形態 

排水施設計画平

面図 

縮尺１，０００分の１

以上 

排水施設の位置、排水系統及び吐口の位置 

雨水流出抑制施

設の計画図 

縮尺１００分の１以上 雨水流出抑制施設の位置、形状、断面及び放流口の構

造 

備考 図面には縮尺を記入すること。 

別表第２（第５条関係） 

浸水被害の予防及び軽減を図るための雨水の排水に係る技術上の基準 

１ 基本的事項 

（１） 開発行為等（分譲住宅地に係るものを除く。）について雨水排水計画に記載する雨水

の排水に係る施設は、雨水流出抑制施設とする。 

（２） 雨水流出抑制施設は、貯留施設を原則とする。 

（３） 貯留施設の必要貯留量（貯留施設に貯める必要がある雨水の量をいう。以下同じ。）

は、２の項のとおりとする。 

（４） 貯留施設からの排水は、放流口からの自然放流（高低差により自然に雨水が放流さ

れることをいう。以下同じ。）を原則とする。ただし、自然放流が困難な場合は、本市との
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協議により定めた方法によるものとする。 

２ 貯留施設の必要貯留量 

（１） 貯留施設の必要貯留量は、１ヘクタール当たり２５０立方メートルとする。ただし、

現況の敷地に構造物等がある場合は、１ヘクタール当たり１５０立方メートルとする。 

（２） 開発行為等に係る土地又は敷地に緑地等を設けた場合は、次の表の左欄に掲げる緑

地等の種類に応じ、当該緑地等の面積に１平方メートル当たり同表の右欄に定める低減量

を乗じて得た体積を（１）の必要貯留量から控除することができる。 

緑地等の種類 低減量（１平方メートル当たり） 

緑地 ０．０５立方メートル 

透水性舗装 ０．０２立方メートル 

舗装、コンクリート等で覆われていない地山の

状態 

０．０１立方メートル 
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様式第１号（倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例施行規則 第４条関係） 

雨 水 排 水 計 画 書 

年  月  日 

倉敷市長 あて 

申出人  住所（法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

連絡先 

 

代理人  住所（法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

連絡先 

 

倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例（令和４年倉敷市条例第５号）第１４条第１

項の規定により，次のとおり雨水排水計画書を提出し，協議を申し出ます。 

計画の区分 □ 新規      □変更 

開発行為等の種別 □ 開発行為 

□ 宅地造成及び特定盛土等 

□ 墓地の造成 

□ 建築物の建築（□新築 □増築 □改築 □移転） 

□ 駐車場の設置 

□ 土地の舗装 

開発行為等の場所  

開発行為等の目的  

開発行為等に係る土地の面積（建

築物の建築にあっては当該建築に

係る敷地の面積） 

          ｍ2  

開発行為等の期間    年  月  日から   年  月  日まで 

開発行為等の設計者の住所及び氏

名 

 

 

必要貯留量  

低減量  

実際に設置する貯留施設の貯留量  

添付書類 位置図 配置図  

排水施設計画平面図 雨水流出抑制施設の計画図 

備考 □の該当する箇所にレを記入して下さい。 
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様式第２号（倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例施行規則 第７条関係） 

勧 告 書 

浸対 第  号 

年  月  日 

住所（法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

                     様 

 

倉敷市長            印 

 

倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例（令和４年倉敷市条例第５号）第１５条の規

定により，  年  月  日までに次の措置を講ずるよう勧告します。 

（措置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例（抜粋） 

(開発行為等の雨水排水計画の協議) 

第14条 本市の区域内において，規則で定める規模以上の開発行為等を行おうとする者は，あらかじめ，規

則で定めるところにより当該開発行為等の実施に係る雨水を排水するための計画（以下「雨水排水計画」

という。）を記載した書類（以下「計画書」という。）を市長に提出し，当該雨水排水計画について，市

長と協議しなければならない。当該雨水排水計画の内容を変更しようとする者も，また同様とする。 

3 第１項の規定による協議をした者は，雨水排水計画に従い，開発行為等を行わなければならない。 

(勧告) 

第15条 市長は，前条第１項の規定による協議をせず，又は虚偽の計画書による協議をした者に対し，期限

を定め，必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

2 市長は，前条第１項の規定による協議をした場合において，技術基準に適合しないと認めるときは，当該

協議をした者に対し，期限を定め，必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

3 市長は，前条第３項の規定に違反した者に対し，期限を定め，必要な措置を講ずるよう勧告することがで

きる。 
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様式第３号（倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例施行規則 第８条関係） 

命 令 書 

浸対 第  号 

年  月  日 

住所（法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

                     様 

 

倉敷市長            印 

 

あなたは，  年  月  日に，倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例（令和４

年倉敷市条例第５号）第１５条第  項の規定により，  年  月  日までに次の措

置を講ずるよう勧告を受けましたが，正当な理由がなく当該勧告に従わないので，同条例

第１６条の規定により，  年  月  日までに，当該勧告に従うよう命令します。 

（措置） 

 

 

 

 

（参考） 

倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例（抜粋） 

(開発行為等の雨水排水計画の協議) 

第 14 条 本市の区域内において，規則で定める規模以上の開発行為等を行おうとする者は，あらかじめ，規

則で定めるところにより当該開発行為等の実施に係る雨水を排水するための計画（以下「雨水排水計画」

という。）を記載した書類（以下「計画書」という。）を市長に提出し，当該雨水排水計画について，市

長と協議しなければならない。当該雨水排水計画の内容を変更しようとする者も，また同様とする。 

3 第１項の規定による協議をした者は，雨水排水計画に従い，開発行為等を行わなければならない。 

(勧告) 

第 15 条 市長は，前条第１項の規定による協議をせず，又は虚偽の計画書による協議をした者に対し，期限

を定め，必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

2 市長は，前条第１項の規定による協議をした場合において，技術基準に適合しないと認めるときは，当該

協議をした者に対し，期限を定め，必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

3 市長は，前条第３項の規定に違反した者に対し，期限を定め，必要な措置を講ずるよう勧告することがで

きる。 

(命令) 

第16条 市長は，前条の規定による勧告を受けた者が，正当な理由なく当該勧告に従わないときは，期限を

定めて，当該勧告に従うよう命ずることができる。 

（教示） 

(1) この処分に不服のあるときは，この処分があることを知った日の翌日から起算して３箇月以内に倉敷市

長に対し，審査請求することができます。 

(2) この処分の取消しを求める訴えは，この処分があることを知った日の翌日から起算して６箇月以内に限

り，倉敷市を被告として（訴訟において倉敷市を代表するものは，倉敷市長となります。）提起するこ

とができます。また，この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に審査請求をし

た場合には，この処分の取消しの訴えは，その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内であれば，提起することができます。 

54



様式第４号（倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例 第１７条関係） 

工 事 完 了 報 告 書 

年  月  日 

倉敷市長 あて 

提 出 者  住所（法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

連絡先 

 

提出代理人  住所（法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

連絡先 

 

 倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例（令和４年倉敷市条例第５号）第１７条第１項

の規定により，令和  年  月  日付け 浸対 第 号で雨水排水計画協議済証の交

付を受けた同条例第１４条第１項の規定による協議に係る次の開発行為等を完了した旨を

報告します。 

雨水排水計画書の提出年月日 年   月   日 

開発行為等の種別 □ 開発行為 

□ 宅地造成及び特定盛土等 

□ 墓地の造成 

□ 建築物の建築（□新築 □増築 □改築 □移転） 

□ 駐車場の設置 

□ 土地の舗装 

開発行為等の場所  

開発行為等の目的  

開発行為等に係る土地の面積（建

築物の建築にあっては当該建築に

係る敷地の面積） 

          ｍ2  

施工者の住所及び氏名  

 

添付書類  

 

備考 □の該当する箇所にレを記入して下さい。 
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様式第５号（倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例 第１７条関係） 

措 置 完 了 報 告 書 

年  月  日 

倉敷市長 あて 

提 出 者  住所（法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

連絡先 

 

提出代理人  住所（法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

連絡先 

 

 倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例（令和４年倉敷市条例第５号）第１７条第２項

の規定により，令和 年 月 日付け 浸対 第 号による同条例第１６条の規定による

命令に係る措置を講じたので、次のとおり報告します。 

要措置箇所の所在地  

実施措置の内容  

実施措置の着手時期  

実施措置に係る全ての措置の実施

が完了した時期 
 

 

 

備 考 

 

 

 

 

 

 

連絡先 

所  属 

氏  名 

電話番号 

（電子メールアドレス                      ） 
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様式第６号（倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例施行規則 第９条関係） 

 

意見の聴取の機会の付与通知書 

年  月  日 

 

住所（法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

                     様 

 

倉敷市長            印 

 

 倉敷市総合浸水対策の推進に関する条例（令和４年倉敷市条例第５号）第１８条第１項

の規定による公表をするに当たり、あなたに対し、次のとおり意見の聴取の機会を付与し

ますので、同条第２項の規定により通知します。 

記 

１ 予定される公表の内容 

（１） 命令に従わない者の氏名又は名称 

 

（２） 命令に従わない旨及びその命令の内容 

 

 

２ 意見書の提出先及び提出期限 

（１） 提出先 

 

（２） 提出期限 

 

 

備考 １ 意見の聴取は、意見を記載した書面の提出により行ってください。 

   ２ 意見の聴取をする場合は、証拠書類等を提出することができます。 
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様式第７号 

雨 水 流 出 抑 制 施 設 の 公 表 に 関 す る 同 意 書 

令和  年  月  日 

倉敷市長 あて 

申出人  住所（法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

代理人  住所（法人にあっては主たる事務所の所在地） 

 

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

雨水排水計画協議により設置することとした雨水流出抑制施設について、下記の項目

を公表することに同意します。 

□ 申出人（事業主）  

□ 施設等名称  

□ 設置場所 倉敷市 

□ 実際に設置した貯留施設の

貯留量 
     m3 

□ 開発行為等の設計者  

□ 完了年度（実施年度） 令和   年度 

□ 写真 

  （広報活動のみ） 

□ 貯留槽 

□ 流出桝 

□ 流入桝 

□ その他（                 ） 

備考 ・雨水流出抑制のため、雨水貯留施設の設置に御協力いただいた施設等について、

市民の方へ知っていただくための公表です。 

・公表に同意していただける項目の□にレを記入して下さい。 

   ・左欄にレを記入した項目のみ、右欄に記入してください。 

   ・申出人（事業主）、開発行為等の設計者は法人名のみ記入してください。 

   ・施設等名称は、○○販売店舗や△△工場など公表可能な範囲で具体的に記入して

ください。 

   ・公表は、市ホームページで行います。 

・公表は、実際に貯留施設を設置した施設に限ります。 

   ・公表時期は、完了報告書を受理し１～２ヶ月後となります。 

   ・写真は市ホームページでは公表しません。広報活動に利用する場合、市から事前

に連絡しないことについて同意していただける場合は□にレを記入してくださ

い。 
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